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２  年金改ざんをめぐる最近の動き 









  社会保険庁は 2008 年 9 月 18 日、厚生年金関連のオンライン記録（1986 年度以降の約 1 億
5,000 万件） のうち約 6 万 9,000 件が改ざんされた可能性があるとし、 翌月の 10 月 3 日にその
内訳を以下のように公表した。 
①給与（厳密には標準報酬月額：1 等級 9 万 8,000 円から 30 等級 62 万円まで）の引き下げ
処理とほぼ同時期に厚生年金制度からの脱退処理が行われた（約 15 万 6,000 件） 
  ②給与が大幅に（5 等級以上）引き下げられた（約 75 万件） 
  ③給与が 6 ヶ月以上さかのぼって引き下げられた（約 53 万 3,000 件） 
  上記の①②③のすべてに該当する約 6 万 9,000 件のうち 65 歳以上の年金受給者分約 2 万件2 
 
については 2008 年 10 月中旬から社会保険庁職員等が戸別訪問を開始し、 改ざんの有無を聴取
している。一方、現役加入者については 2009 年 4 月以降に社会保険庁から「ねんきん定期便」
を全員に送付し、過去における給与月額の確認を求める予定である。 
 さ ら に 2008年10月6日に4名の弁護士をメンバーとする標準報酬遡及訂正事案等に関する
調査委員会（委員長：野村修也中央大学教授）が厚生労働省に設置され、その調査委員会報告
書が同年 11 月 28 日に提出された。同報告書は、改ざんが疑われた上記の 6 万 9,000 件には約




３  年金記録改ざんの背景 
















  厚生年金制度が適用された事業所数は 1988 年度から急増した（前年比で毎年、約 10 万ヶ所
の増） 。しかし社会保険庁の職員数（定員）は零細企業に厚生年金が適用された後も 1 万 7,000
人程度であり、従前とほとんど変わりがなかった。 









































































５  戸別訪問調査による年金改ざんの中間的整理 
  社会保険庁は改ざんのおそれがある記録 （約 6 万 9000 件） をオンラインデータから抽出し、
該当した厚生年金受給者のうち戸別訪問を実施した 7,790 件について次のような中間的な整理
状況を 2009 年 2 月 9 日に公表した。 
① 給与額を 6 ヶ月以上遡って大幅に引き下げる処理が行われ、 かつ引き下げ処理直後に厚生
年金脱退処理が行われた人は事業主（48％）や役員（22％）が異常に多く、従業員は 28％
にとどまっている（図 1） 。 
② 年金記録が事実と異なると回答したのは 4,249 件（55％）である。 
③ さらに、事実と異なる記録の訂正を申し出たのは全体として 2,001 件（47％）にとどまっ
ている。とくに事業主の場合、訂正意思がある人は 35％にすぎない（図 2） 。 5 
 






   


































図１ 給与が改ざんされたおそれのある年金受給者の分布0% 25% 50% 75% 100%
(35) (45) (19) 事業主
(50) (34) (16) 役員
(64) (25) (12) 従業員
(57) (35) (8) 不明
あり なし 未定
図２ 記録訂正意思の有無